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いしずえ通信第67号(2023.9.6)別添 

 

地下根入れ部の抵抗について 

（一社）基礎構造研究会代表理事 杉村義広 

 

1．はじめに 

ある勉強会で地下根入れ部の抵抗について質問され、建築学会基礎指針〔建築学会建築基礎構造設計指針

2019、以下基礎指針2019と記述〕の該当箇所に目を通す機会があった。その結果、同指針の図4.3.8と図

4.3.9には、いくつかの疑問点があり、学術書としては好ましくないミスを犯していることに気づい

た。それとともにその説明の文章は冗長であり、かつ混乱もあって読みにくい。その点について少し書

き留めておきたい 

2. 建築学会基礎指針2019の問題点と用語の整理 

図4.3.8の(a)は、すでに同

学会の先行文献〔建築耐震設計

における保有耐力と変形性能1990〕

に同じ主旨の図が示されてい

る〔同書のp.169、図5.1〕。両者

を比較して示すので確かめて

いただきたい。 

基礎指針2019の原案担当者は先行文献を引用しない癖

があるのか〔読んでいなければ調査不足を指摘されるが〕、同一

学会の図書に言及しないのは学術書としての礼儀に欠け

るとのそしりを受けても仕方ないミスとも言えないこと

はない。 

まず「保有耐力と変形性能」の図5.1に関する説明の部

分をみてみると、以下のように書かれている。「根入れ部分の受働抵抗は、次のように評価する。基礎

の根入れ部には常時に静止土

圧が作用しているので、抵抗

としては図5.1のように、前

面側では（受働土圧−静止土

圧）、背面側では（静止土圧−

主働土圧）の抵抗が働くの

で、両者を合算した抵抗と考

える〔ただし両者の方向の違いを考慮すれば代数差が正しい〕。」 

今から思うと単に「評価する」ではなく、「同時性、言い換えれば変位の適合性は必ずしもかなえら

れていないが」の語句を添えておけばよかったかとの反省の念も浮かぶ。言外にそのニュアンスを込め
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ていたのであるが、当時は“保有耐力の検討であるので力の問題として土圧の最大値で検討することも

許されるのではないか”と話し合った結果の文章である。 

以下の論旨を進めるに当たって必要になるので、ここで用語の整理をしておきたい。土圧問題では最

終的な破壊状況が関心事となるので、擁壁を例にとって示せば通常は静止土圧〔earth pressure at rest〕

を受けている状態にあるが、地盤が壁を押し出して最終破壊に至る場合は主働土圧〔active earth 

pressure〕、逆に壁が背後地盤を押して最終破壊に至る場合は受働土圧〔passive earth pressure〕と呼ばれ

ている〔英語に対応する用語は「主動土圧」「受動土圧」が適切である。しかし土質力学では慣用的に人偏付きの文字が使われ

ており、それが学術用語ともなっているので、ここではそれに従うことにする〕。そこで、主働土圧や受働土圧に至る

途中段階での土圧を示す用語がないことになる。幸いに「土圧」は一般的に使える言葉なので、これを

生かして「主動側の土圧」あるいは「主動側土圧」、「受動側の土圧」あるいは「受動側土圧」とすれ

ばすべての段階を表現できることになる。図4.3.8では人偏付きの文字で表されているが、それは最終

段階であり、途中は人偏なしとすればこの定義に適うので図5.1に繋がることになる。 

ただ、前ページに書かれている図4.3.8の説明文はやや冗長で、もう少し簡明にならないかとの不満

が生じる。「…図4.3.8(a)に示すように上部構造の地下部分(以下、基礎根入れ部)が地盤を押す側（図の基礎根入れ部右側）

の土圧が常時（静止土圧）より大きくなり（受働側）、基礎根入れ部が地盤から遠ざかる側（図の基礎根入れ部左側）の土圧が常

時（静止土圧）より小さくなる。基礎根入れ部の土圧合力は両者の差であり、図4.3.8(b)に示すように基礎部変位と逆方向（図

では左方向）で基礎根入れ部に作用する。」下線の部分の文章は、せめて以下のように修正したい。「…図

4.3.8(a)に示すように基礎根入れ部の地盤を押す側（右側）では静止土圧から受動側土圧に増大し、地

盤から遠ざかる側（左側）では静止土圧から主動側土圧に減少する。」続く「上構造の固有周期（Tb）が地盤

の卓越周期（Tｇ）より短い場合、上構造の慣性力は基礎部変位と同じ方向となり、上部構造の慣性力と基礎部の土圧合力は逆方向

の傾向を示す」の文章は周期と力の作用方向の話が唐突に出て来てわかりにくいとともに、逆方向となる

のは一般的な性質であるので「逆方向を示す」と言い切りでよい。続く「杭頭水平力は基礎根入れ部の土圧合

力によって減少する4.3.14」」は「基礎根入れ部の抵抗があると杭頭に作用する水平力は小さくなる」の意が表

現されればよいことであって文献番号を呼ぶほどのことはない。最後の「上部構造の固有周期が地盤の卓越周

期よりも長い場合、上部構造の慣性力は基礎部変位と逆方向となるケースもあると考えられる。」は特殊な場合もあると言

いたいのか、そうならばその説明が必要であるとともに「あると考えられる」と後退されては何を主張

したいのかが不明確である〔それとともに（ｂ）のタイトルが（Tb<Tg）となっているが、（Tb>Tg）の間違いと思われ

る〕。 

以下は図4.3.9の説明となるが、冗長、不明確が拡大し読み

続けるのも億劫になるので言及は省略し、“(a)の左側面は地

盤が押しているのになぜ受動側土圧なのか”の疑問だけは大

事な点であるので指摘しておきたい。要はp.92〜93に記述さ

れている“土圧合力のうち主動側の寄与は小さいこと”と

“設計の簡便さ”から“本指針では受動側のみを考慮する”

との記述があり、主動側土圧は無視しているのだということを読めばよいようである。なぜそうなるの

かの理由は、根拠として示されている参考文献4.3.17)で見つけられたのでそれについて以下に記述す

る。図1がそれである。この図では変位を壁の高さに対する比で表し、受動側を+、主動側を−に独立し
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て〔すなわち同時性は保証されていない〕土圧係数の形で示しているが、主動側の変化が僅かであるのに対し

て受動側が極端に大きい。これは土圧の特徴であり、図4.3.8の場合は受け入れることが出来る。しか

し、図4.3.9は地盤が壁を押す場合、すなわち主動側土圧である筈なのに受動側というのはどうしても

違和感が残り、なぜかの疑問から抜け出すことが出来ない。図1の関係を無理やりに当てはめた結果と

しか考えられないからである。 

図4.3.9は液状化地盤の場合の説明にも使われているが、液状化の場合にはもはや土圧では説明が付

かず、違うメカニズムを考える必要があるのではないかとも思う。土質力学では土圧と水圧は明確に分

けて扱うのが普通であるが、山留めの分野では土圧と水圧を併せた側圧の概念を用いて実用的な観点か

ら外力を求めている。少なくとも側圧の概念で考えた方が実態に近いのではないか？ 

3．杭の水平抵抗に関する実験で得た筆者の経験 

筆者の共著「簡単なモデル解析による建物と地盤の動的相互作用」（建築技術、2001.6）は、1997年

に発表した論文〔徐挺、杉村義広：単純化モデルによる地盤と構造物の地震時動的相互作用のメカニズムに関する基礎的研

究、構造工学論文集、Vol.43B、pp.433-440、1997.3〕を骨子として設計実務への参考書となることを意図し

たものであるが、そこでも相互作用を説明するために擁壁の土圧問題から始めている（同書の図1.1

参照）。実は筆者も学生時代に鋼管杭とPC杭を用い、一連の静的試験、動的試験を行ったことがあ

る。杭は単杭と群杭の場合数種類とし、静的

では一方向載荷と交番載荷を、動的では自由

振動試験と起震機による振動試験を行った。

杭の水平方向問題の研究は皆無に近い時代で

あったから、筆者の学位論文〔早稲田大学大学院

理工学研究科博士論文、杉村義広：軟弱地盤における長尺

支持ぐい基礎の地震時振動性状に関する研究、1972.10〕でもこの実験について考察しているが、それの方が詳し

いので古棚から引っ張り出して該当箇所を調べた結果を以下に記載する。 

筆者にとって初めての実験でもあったから、杭体の両面でストレインゲージだけでなく土圧計も取り

付けて測定することを試みた〔土圧計は群杭の場合はパイルキャップに取り付けたが、単杭では特別に各深さに型枠付き

のPC杭を製作していただき現地で施工前にはめ込むことにした〕。その結果

を図-2.3.28に示すが、同論文のp.30では次のように書かれて

いる。「図2.3.28は各荷重時における土圧計C-2の変化を示す

が、受働状態側では土圧計の示す値が徐々に増大する傾向を示

すのに対し、主働状態側では土圧計の値が頭打ちの傾向を示し

ている。」ここでは土圧の概念に従って「受働状態側」、「主

働状態側」の言葉が用いられているが、先述の用語の整理に合

わせて言えば、それぞれ「前面側あるいは受動側」、「背面側

あるいは主動側」と読み替えておく方が理解しやすい。そして

主動側で頭打ちの傾向があるのは地盤が杭面すなわち土圧計か

ら離れることを意味していると思われる。それとともに 
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土圧計C-2と対照的に反対側に取り付けた土圧計C-1は断線かなにかで電気的なトラブルがあって測定

値がないが、もし測定されていれば図-2.3.28と対照的な図が得られていた筈であるとの残念さが残

る。それについては、群杭のパイルキャップに取り付けた土圧計の測定結果の例があり〔図−2.3.66aと

b〕、これらの図から+載荷の場合には右側が前面となって三角形土圧分布が増大しているのに対して、

左側は背面で土圧はほぼ一定であること、−載荷の場合は右側が背面となってほぼ一定の小さな土圧分

布に変わり、左側が前面となって大きな三分布になること、すなわち土圧の対称性が確認できる。 

 

 

学位論文では実験結果とY.L.Changの弾性解とを比較して図-2.3.29を示しているが、上段の実験結

果は以下のステップを経て得られたものである。まずストレインゲージの測定値,曲げひずみから曲げ

モーメントを求めてスムースな曲線を作り、図上で積分してたわみ角、さらに積分して変位曲線を求

め、変位計による測定と比較している。また、曲げモーメント曲線を図上で微分してせん断力、さらに

微分して地盤反力を求め、土圧計の測定結果と比較している。図から変位、土圧とも測定値は実験結果



 5

とよく対応していると言える。ただし、土圧計による値は次の過程を踏んで得られたものであることに

注意必要がある。 

学位論文は続けて土圧計の測定値について以下の考察を加えて結論づけている。「以上の如く、くい

が水平力を受けて変形するとくいの両面において各受働側、主働側の土圧変化が生じることになるので

くいに作用する地盤の反力としては次式の如くこれらの絶対値の和を取るべきである〔日本建築学会地震時

杭委員会(1965)、花村他(1968a)、山肩他（1971）〕 𝑃 =|∆𝑃|+|∆𝑃|  (2.3.1)/したがってくいの水平抵抗問題

を扱う場合にはこれらの和としての地盤反力がくいに押される側に分布すると考えることにすればよ

い。…」〔参考文献にあげられたものは以下の通りである。1〕日本建築学会地震時杭委員会：杭基礎の水平抵抗および振動挙

動に関する研究、1965、2〕竹内盛雄、古藤田喜久雄、花村昌彦、杉村義広：くいの水平抵抗に関する研究（その1 PCぐいの水平

加力試験、建築学会大会、pp.611-612、1968.10）、3〕山肩邦男、冨永晃司：クイの水平加力試験における横土圧と弾塑性解析

法、土質工学会第6回研究発表会、pp.423-426、1971〕。したがって、静止土圧𝑃௦を考慮して(2.3.1)式の絶対値

を外し書き直せば、右辺第1項は受動側土圧の𝑃௦ + ∆𝑃〔符号は+〕、第2項は−𝑃௦ + ∆𝑃〔符号は−〕の主

動側土圧を示すことになり、受動側、主動側土圧の代数差が地盤反力であるとの考え方と矛盾なく繋が

ることが理解できよう。図-2.3.29は（2.3.1）式を反映した結果を表示したものである。 

4．動的都市地盤図と単純なモデル解析 

旧建設省建築研究所在籍中に筆者は“地盤種別によって建物の動的性状がどのように違うか”を調

べる手始めとして特別研究「動的都市地盤図の作成手法に関する研究」（1980〜1983）を行ったこと

がある。東京を研究対象とし、工学的基盤と考えた東京礫層以浅のボーリング柱状図を772カ所選定

してモデル化し、固有値解析によって地盤周期を

求めた。その結果を拙著「建築杭基礎雑考」（総

合土木研究所、2009.1）に表4.1として紹介した

〔モデル地盤での固有値解析結果であるので、文章中ではそ

のまま「地盤の固有周期」と呼んでいるが、実地盤での常時

微動観測などでは「卓越周期」と呼ばれていることに注意。

両者はよく対応することが確認されているが、ここでは「実

地盤の場合には固有周期というと違和感があり、卓越周期というべきではないか」との厳密論には立ち入らないようにするため

に単に「地盤周期Tg」と呼ぶことしておく〕。表4.1では法規上の地盤種別に対して地盤周期を対応させ、第1

種硬質地盤は地盤周期0.2秒未満とした。第2種普通地盤は周期領域が広く、地域的にも広範囲にわ

たるので、地盤周期0.35秒〜0.55秒を中心にして硬質地盤に近い0.2秒〜0.35秒と、軟弱地盤に近

い0.55〜0.75秒の3つの領域に分類した。また、第3種軟弱地盤もかなり広範囲にわたり、地盤周期

1秒付近で性質が変わる様子が考えられたので0.7秒〜1.0秒と1.0秒を超えるものの2つに分類した

〔地盤周期の領域分けは大体の目安を示すためにあえて曖昧な表現として不等号で表した。計算結果が境界の値となった場所

は、過去の地震被害状況なども含めてどちらに分類するか考えて判定してもらいたいとの考えである〕。さらに表には示し

ていないが、地盤周期1.25秒以上を示す地点では非線形地震応答解析などで地盤の変位が急増するこ

とが判明しているので、とくに「超軟弱地盤」と名付けて第3種の中でもとくに注意する必要がある

地盤として扱うことにした。液状化が発生する地盤などはこれに分類される。 
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次に各種地盤ごとに杭支持建物が建つ場合の地震応答解析を行なったが、ここでは前述した共著〔簡

単なモデル解析による建物と地盤の動的相互作用（建築技術、2001.6）〕に絞ってその概略を紹介する。この書では

図2.1のような地盤と建物の組み合わせを想定して図2.2のようにモデル化することを試みている。

1）建物は地上部分の1次固有周期を

表す質量𝑚ଷ、せん断ばね𝑘ଷ〔減衰定数

は仮定して減衰係数𝑐ଷを求める〕と地下根入

れ部+杭基礎の質量𝑚ଶ、せん断ばね𝑘ଶ
〔減衰定数は仮定して減衰係数𝑐ଶ〕にわけて

評価する。2)地盤は建物との相互作用

に関わる範囲〔言い換えれば有効範囲〕

を、正方形と仮定した建物の100倍の

面積を仮定し、質量𝑚ଵ地盤種別ごと

に中央値に近い地盤周期となるような質量𝑚ଵとせん断ばね𝑘ଵ〔減衰定数は仮定して減衰係数𝑐ଵ〕を求める。

3)根入れ部の抵抗力〔相互作用ばね〕 𝑘ଵは3.に述べた地盤反力の考え方による。ただし、土圧論の説明

は概念的には正当であるが実務的にはばねとして求めるのは困難さを伴うので、この書では杭の水平

抵抗における水平地盤反力係数𝑘として採用されることの多い(4.6)〜(4.8)式が示されている〔1988年

版の建築学会基礎指針と旧建設省の指針1984が参考文献に挙げられている〕。「𝑘௦ = 𝑘𝐴௦ (4.6)/ 𝑘 = 0.8𝐸𝐵ିయర 
(4.7)/𝐸 = 7𝑁 (4.8)」𝐴௦は相互作用ばねが作用する壁の面積、Bは杭径、𝐸は地盤の変形係数、𝑁は𝑁値であるので、杭径を地下壁幅まで拡張した関係にある。したがって、この仮定と前述の建築学

会基礎指針2019の図4.3.9を根拠として示された（4.16）式以下の仮定（これも一種の仮定であろ

う）とどちらが現実的かという問題なのかも知れない。 

解析結果の一例として、地盤、基礎、上部構造、地盤と基礎の相対変位の波形を硬質地盤と軟弱地盤

に８階建て建物が建っている場合について比較した図5.10と図5.10を示しておく。縦軸のスケール

の差を考えると軟弱地盤の場合が大きく揺れているのが確認できる。 

この書では最後に結論として単純

化モデルによる解析はあくまでも

定性的な性質を知るためのものと

認識しておくべきとの断りがつけ

られており、地盤と建物の周期の

関係領域ごとに以下の項目が結論

とされている。 

1）（𝑇 = 𝑇）地盤と建物の共振

は避けること。 

2）（𝑇 > 𝑇）硬質地盤のほとん

どの建物、中間地盤の高層建物、軟弱地盤の超高層建物では、地

盤が抵抗するパターンになること、すなわち従来の水平抵抗の解析でよい。 
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3) （𝑇 < 𝑇）中間地盤の低層建物、軟弱地盤の超高層建物以外の建物では、地盤の応答が入力側と

なるパターンになること、したがって応答変位法や荷重分布法による検討が必要となる。 

5．おわりに 

繰り返しになるが、単純化モデル解析による場合は定性的な議論で考えるべきであることを認識した

い。ここでの主対象である地下根入れ部の抵抗に関しては、杭の水平抵抗として求めたものを地下壁ま

で拡大して適用することになるので、幅など寸法の違いの検討なしでよいのかとの問題が残るからであ

る。ただ、基礎指針2019の記述も受動側と主動側の土圧の代数差と土圧論に基づいていながら最終的

には受動側土圧のみを考慮しているので、𝑇 > 𝑇の場合には受け入れられるものの、𝑇 < 𝑇
の場合には“壁が地盤を押す場合の受動側の結果を、なぜ地盤が壁を押す場合に適用するのか”、土圧

論の理屈にあわないとの疑念から抜け出すことが出来ない。とくに液状化地盤の場合はもはや液体状と

なっている筈で、そもそも土圧でよいのか、むしろ水圧あるいは土圧と水圧を合わせた側圧〔あるいは流

動圧といった概念でもよいが〕で考えるべきではないかとの想念も生まれてくる。そのあたりは結論を急がず

にさらに研究を続けるべきと思われる。 

 

 


